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表紙

・事業報告
新 株 予 約 権 等 の 状 況
業務の適正を確保するための体制
及 び 当 該 体 制 の 運 用 状 況
・連結計算書類
連 結 注 記 表
・計算書類
個 別 注 記 表

上記事項につきましては法令及び当社定款第16条第２項の規定に基づ
き、書面交付請求をいただいた株主様に対して交付する書面には記載し
ておりません。

なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかかわらず、
株主の皆様に電子提供措置事項から上記事項を除いたものを記載した書
面を一律でお送りいたします。

第84回定時株主総会招集ご通知
その他の電子提供措置事項（交付書面省略事項）

第84期（2025年４月１日～2026年３月31日）

マミヤ・オーピー株式会社
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新株予約権等の状況

名称 発行
決議日

新株
予約権
の数

新株予約権の
目的となる

株式の
種類と数

新株予約権
の払込金額

新株予約権の
行使に際して
出資される
財産の価額

権利行使
期間

行使の
条件

保有状況

取締役
(社外取締役を除く)

社外取締役

2015年
新株

予約権
2015年
7月24日 62個

普通株式
6,200株

（新株予約権
１個につき
100株）

新株予約権
１個当たり
143,000円

（１株当たり
1,430円）

新株予約権
１個当たり

100円
（１株当たり

１円）

2015年
8月21日から

2045年
8月20日まで

注
1,2,3

新株予約権の数20個
目的となる株式数2,000株

保有者数 ２人

新株予約権の数１個
目的となる株式数100株

保有者数 １人

2016年
新株

予約権
2016年
7月22日 123個

普通株式
12,300株

（新株予約権
１個につき
100株）

新株予約権
１個当たり
83,000円

（１株当たり
830円）

新株予約権
１個当たり

100円
（１株当たり

１円）

2016年
8月19日から

2046年
8月18日まで

注
1,2,3

新株予約権の数38個
目的となる株式数3,800株

保有者数 ２人

新株予約権の数２個
目的となる株式数200株

保有者数 １人

2017年
新株

予約権
2017年
7月28日 94個

普通株式
9,400株

（新株予約権
１個につき
100株）

新株予約権
１個当たり
85,200円

（１株当たり
852円）

新株予約権
１個当たり

100円
（１株当たり

１円）

2017年
8月25日から

2047年
8月24日まで

注
1,2,3

新株予約権の数44個
目的となる株式数4,400株

保有者数 ２人

新株予約権の数１個
目的となる株式数100株

保有者数 １人

2018年
新株

予約権
2018年
7月27日 130個

普通株式
13,000株

（新株予約権
１個につき
100株）

新株予約権
１個当たり
68,400円

（１株当たり
684円）

新株予約権
１個当たり

100円
（１株当たり

１円）

2018年
8月24日から

2048年
8月23日まで

注
1,2,3

新株予約権の数47個
目的となる株式数4,700株

保有者数 ２人

新株予約権の数１個
目的となる株式数100株

保有者数 １人

2019年
新株

予約権
2019年
7月26日 167個

普通株式
16,700株

（新株予約権
１個につき
100株）

新株予約権
１個当たり
57,500円

（１株当たり
575円）

新株予約権
１個当たり

100円
（１株当たり

１円）

2019年
8月23日から

2049年
8月22日まで

注
1,2,3

新株予約権の数61個
目的となる株式数6,100株

保有者数 ２人

新株予約権の数２個
目的となる株式数200株

保有者数 １人

新株予約権等の状況

① 当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状況
（2026年３月31日現在）

－ 1 －
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新株予約権等の状況

名称 発行
決議日

新株
予約権
の数

新株予約権の
目的となる

株式の
種類と数

新株予約権
の払込金額

新株予約権の
行使に際して
出資される
財産の価額

権利行使
期間

行使の
条件

保有状況

取締役
(社外取締役を除く)

社外取締役

2020年
新株

予約権
2020年
7月31日 198個

普通株式
19,800株

（新株予約権
１個につき
100株）

新株予約権
１個当たり
39,100円

（１株当たり
391円）

新株予約権
１個当たり

100円
（１株当たり

１円）

2020年
8月28日から

2050年
8月27日まで

注
1,2,3

新株予約権の数36個
目的となる株式数3,600株

保有者数 ２人

新株予約権の数２個
目的となる株式数200株

保有者数 １人

2021年
新株

予約権
2021年
7月30日 120個

普通株式
12,000株

（新株予約権
１個につき
100株）

新株予約権
１個当たり
48,500円

（１株当たり
485円）

新株予約権
１個当たり

100円
（１株当たり

１円）

2021年
8月27日から

2051年
8月26日まで

注
1,2,3

新株予約権の数32個
目的となる株式数3,200株

保有者数 ２人

新株予約権の数２個
目的となる株式数200株

保有者数 １人

2022年
新株

予約権
2022年
7月22日 147個

普通株式
14,700株

（新株予約権
１個につき
100株）

新株予約権
１個当たり
63,600円

（１株当たり
636円）

新株予約権
１個当たり

100円
（１株当たり

１円）

2022年
8月26日から

2052年
8月25日まで

注
1,2,3

新株予約権の数143個
目的となる株式数14,300株

保有者数 ４人

新株予約権の数２個
目的となる株式数200株

保有者数 １人

2023年
新株

予約権
2023年
7月28日 72個

普通株式
7,200株

（新株予約権
１個につき
100株）

新株予約権
１個当たり
139,400円

（１株当たり
1,394円）

新株予約権
１個当たり

100円
（１株当たり

１円）

2023年
8月25日から

2053年
8月24日まで

注
1,2,3

新株予約権の数70個
目的となる株式数7,000株

保有者数 ３人

新株予約権の数２個
目的となる株式200株

保有者数 ２人

2024年
新株

予約権
2024年
7月26日 107個

普通株式
10,700株

（新株予約権
１個につき
100株）

新株予約権
１個当たり
98,000円

（１株当たり
980円）

新株予約権
１個当たり

100円
（１株当たり

１円）

2024年
8月30日から

2054年
8月29日まで

注
1,2,3

新株予約権の数105個
目的となる株式数10,500株

保有者数 ４人

新株予約権の数２個
目的となる株式200株

保有者数 ２人

2025年
新株

予約権
2025年
7月25日 112個

普通株式
11200株

（新株予約権
１個につき
100株）

新株予約権
１個当たり
128,800円

（１株当たり
1,288円）

新株予約権
１個当たり

100円
（１株当たり

１円）

2025年
8月29日から

2055年
8月28日まで

注
1,2,3

新株予約権の数108個
目的となる株式数10,800株

保有者数 ３人

新株予約権の数２個
目的となる株式200株

保有者数 ２人

(注)１. 新株予約権原簿に記載された各新株予約権を保有する者（以下、「新株予約権者」という。）は、１頁～２頁に記載

－ 2 －
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新株予約権等の状況

の新株予約権の行使期間内において、当社の取締役の地位を喪失した時点（以下、「権利行使開始日」という。）以
降、新株予約権を行使することができます。ただし、この場合、新株予約権者は、権利行使開始日から10日を経過す
る日までの間に限り新株予約権を行使することができます。

２. 前記１．は、新株予約権を相続により承継した者については適用しません。
３. 新株予約権者が新株予約権を放棄した場合、かかる新株予約権を行使することはできません。
４. 2016年10月１日付けで普通株式について10株を１株の割合で株式併合を行い、また、単元株式数を1,000株から

100株に変更しております。なお、2015年新株予約権及び2016年新株予約権に記載の株式数および金額は、当該株
式併合による調整および単元株式数の変更を反映しております。

② 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状況
該当事項はありません。

③ その他新株予約権に関する重要な事項
該当事項はありません。

－ 3 －
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業務の適正を確保するための体制

業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
（１）業務の適正を確保するための体制

金融商品取引法に基づく内部統制報告制度のスタートにあわせ、内部統制・リスク管理システ
ムの充実・強化を主たる目的としたコーポレート・ガバナンスに係る規程及び体制を決定し、
2008年４月１日より運用を開始いたしました。
①体制の整備
「経営理念」及び「経営目的」の下、「経営方針」及び「行動指針」並びに「倫理・行動規
範」に由来し定款に立脚する、当社及び当社グループにおけるコーポレート・ガバナンスに関す
る根本規範として、「コーポレート・ガバナンスに関する基本指針」を策定いたしました。当社
及び当社グループにおけるコーポレート・ガバナンスの基本的枠組みは、この指針並びにこの指
針に基づき策定された「内部統制原則」及び「リスク管理原則」の下で構築され、「内部統制・
リスク管理委員会」が、当社取締役会の委任の下、これを統括し、監査室と連携して、その運用
を担います。
②内部統制システムの整備に関する決定
マミヤ・オーピー株式会社（以下、「MOP」とする。）取締役会が、法令の定めに従い決議

した「内部統制システムの整備に関する決定」の概要は、以下の通りです。
１. MOP及び子会社の取締役等の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための

体制、並びに使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
倫理的規範の尊重を基礎とし、これを包含する法令等遵守（以下、「コンプライアンス」
とする。）を業務遂行上の最重要課題のひとつと位置付け、その達成のため、取締役及び使
用人その他の従業員（以下、「使用人等」とする。）に、法令、定款、社内規程等の遵守を
徹底する旨を定め、MOPグループにおけるコンプライアンスの取り組みが、「コーポレー
ト・ガバナンスに関する基本指針」の下で内部統制・リスク管理委員会により統括される旨
を定め、これに係る各組織の役割等、重要事実の管理と内部者取引の防止の取り組み、ヘル
プラインの設置、コンプライアンス違反に対し厳正に対処する旨、そして、代表取締役直轄
の監査室が、コンプライアンスを確保する体制の整備･運用状況について妥当性･有効性を評
価し、その改善に向けての助言･提言及び指導･支援を行う旨、監査役及び監査役会が、株主
の負託を受けた独立の機関として取締役及び使用人等の職務執行におけるコンプライアンス
状況を監視･監督する旨、その他を定めています｡

２. 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
取締役の職務の執行（使用人等を用いたものを含む。）に係る情報の保存及び管理につ

き、管理部門長を責任者と定め、取締役会議事録、稟議書等の事業遂行に係る各種機密事項

－ 4 －
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業務の適正を確保するための体制

や個人情報を含む職務執行に係る重要情報他（電磁的記録を含む。）を正確かつ適切に記録
し、法令定款及び社内諸規程等に従い、文書又は電磁的記録により、権限を有する者が容易
に検索し閲覧できる状態で保存し管理する旨、そして同じく権限を有する者が、これらの情
報を所定の手続きに従い閲覧できる旨、その他を定めています。

３. MOP及び子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
損失の危険を、経営目的並びに事業計画の達成を阻害しMOPグループに損失をもたらす
事象が発生する可能性（以下、「リスク」とする。）と定義し、コーポレート・ガバナンス
に関する基本指針並びに内部統制原則及びリスク管理原則の下でリスク管理の全社的な体制
を構築し、事業活動に係る多種多様な定量的・定性的なリスクを一元的に管理する旨、金融
商品取引法の定める財務報告に係る内部統制及び反社会的勢力による経営活動への関与ある
いは被害の防止に関する体制の整備及びその運用を、かかる全社的リスク管理体制の中に位
置づける旨、事業継続に影響を及ぼす非常事態が発生した場合に危機管理委員会を設置する
旨、取締役及び使用人等が規程に基づき付与された決裁権限の種類と範囲に従い業務を遂行
し、これに伴うリスクを管理する旨、その他を定めております。

４. MOP及び子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
取締役会につき、実質的な討議を可能とする人数による取締役会を設置し、法令及び定款
の定める事項につき迅速かつ適正に決定すると共に、取締役及び代表取締役社長の職務執行
が、業務の効率性及び有効性の確保を含め適正に行われていることにつき監督する旨を定め
るなど、取締役会をはじめとする各種組織・会議体（監査役会や監査室を含む。）、取締役
の効率的な職務執行を支える組織体制及びその役割を定めると共に、決裁権限の明確化、経
営計画の策定、情報システムの整備、その他を定めております。

５. 子会社の取締役等の職務の執行に係る事項のMOPへの報告に関する体制その他、MOPの親
会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
子会社における自律的経営を原則とした上で管理の責任者を設け、出資者としてのMOP

の法的又は契約上の権利に基づき、経営状況の適切な把握、社内規程等の適切な整備・運
用、親会社に対する報告の徹底、役員の選任解任等に関する適切な意思表示、等を通じて、
子会社に対し適切な管理・監督を行う旨を定めると共に、リスク管理原則に基づき子会社の
重要なリスクの存在を識別・測定し、継続的な統制を行う他、子会社の役員及び使用人も
MOPの内部通報制度を利用することを可能とし、子会社が、MOPと緊密なコミュニケーシ
ョンと協力関係を保ちながらも、事業活動及び経営判断においてMOPからの独立性を確保
すべき旨、その他を定めております。

－ 5 －
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業務の適正を確保するための体制

６. 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する
事項、当該補助使用人の取締役からの独立性に関する事項、並びに当該補助使用人に対する
監査役の指示の実効性の確保に関する事項
監査役が、その職務を補助すべき使用人等を置くことが必要であると認めたとき、特定の
者を指名して、監査室及び監査室以外の社内各部門に対して監査への協力を求める事ができ
る旨、監査役が指名した職務を補助すべき使用人等の異動、懲戒等については、その決定に
先立ち監査役会と協議しなければならない旨、その他を定めております。

７. 子会社の取締役、会計参与、執行役、業務を執行する社員、会社法第598条第１項の職務を
行うべき者その他これらの者に相当する者及び使用人またはこれらの者から報告を受けた者
がMOPの監査役に報告をするための体制、その他取締役及び使用人が監査役に報告をする
ための体制その他の監査役への報告に関する体制、並びにかかる報告をした者が当該報告を
したことを理由として不利益な取扱いを受けないことを確保するための体制
監査役が、経営に係る重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を把握するため、取締役
会その他の重要な会議及び協議体に出席し、稟議書その他社内の重要文書の回付を受けると
共に、代表取締役社長、その他の取締役、管理部門長等との協議を定期的に実施し、必要な
事項につき報告を求めることができる旨、そして取締役が、会社に著しい損害若しくは影響
を及ぼす恐れのある事実を発見した場合の監査役への報告義務、使用人等が内部通報制度
（ヘルプライン）等を通じ、監査役に報告・相談をすることができる旨、上記に定める監査
役に対する報告をした者に対し不利益な取扱いをした者に対しては、就業規則に基づく懲戒
処分を含め厳正に対処する旨、その他を定めています。

８. 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還の手続きその他の職務の執行につ
いて生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
MOPは、監査役がその職務の執行について生ずる費用の前払いまたは支出した費用等の

償還、負担した債務の弁済を請求したときは、その費用等が監査役の職務の執行について生
じたものでないことを証明できる場合を除き、これに応じる旨を定めています。

９. その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
取締役が、監査役監査基準及び監査役会規則を理解し監査役監査の重要性・有用性を十分
認識すると共に、監査役監査を実効的ならしめるべく必要な環境整備を行う旨、その他を定
めています。
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（２）業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
上記に掲げた「内部統制システムの整備に関する決定」に基づき、当事業年度における当社の
業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は、以下のとおりであります。
① 取締役会を13回開催し、重要事項の決定等を行うとともに、取締役会をはじめとする各種
会議体において、損失が伴うおそれのあるリスク情報とその対応の報告、検討を行っており
ます。

② 監査役監査及び内部監査を通じて、当社及び子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法
令･定款及び社内規程等に基づき執行されていることを確認しております｡

③ 金融商品取引法等に基づく財務報告に係る内部統制の運用状況に関する監査室による監査の
結果、重要な不備はなく、内部統制は適正に運用されている旨の評価を得ております。

④ 監査室が内部監査計画に基づき、監査対象部門における内部統制システムの運用状況等を評
価し、必要に応じ、その改善を指導するとともに、これら一連の取り組みについて、取締役
会に報告しております。

⑤ 個人番号及び特定個人情報等の管理及び輸出管理業務の実施状況につき、監査室による監査
の結果、監査対象部門において特定個人情報取扱規程及び安全保障輸出管理規程に基づく適
切な管理及び業務の実施等がなされている旨の評価を得ております｡

⑥ 法令遵守及び内部統制システムの整備・充実の観点から、取締役に対し自己の職務執行に係
る適法性・適正性等を継続的に再確認するための機会を設けております。

⑦ 監査役監査の実効性を強化するため、常勤監査役は毎月１回開催される各部門会議等に参加
し、損失が伴うおそれのあるリスク情報がないか検証しております。また、各事業に係る監
査に必要な情報を取りまとめ、監査役会にて報告しております。さらに、監査役は会計監査
人と定期的に会合を行い、情報交換しております。

⑧ 反社会的勢力への対応及びセクハラ・パワハラ防止等のコンプライアンスに係る教育訓練
を、随時実施しております。

⑨ 内部通報規程により相談・通報体制を設け、コンプライアンスの実効性向上に努めておりま
す。

⑩ 品質保証部門が、当社製品に係る品質保証業務につき全社横断的な管理を実施し、迅速かつ
的確な品質問題の解決に努めております。

⑪ 内部統制・リスク管理委員会及び内部統制実務者会議を定期的に開催し、各リスク管理分科
会の活動状況、内部統制の評価状況の報告を受け、必要に応じて是正・改善を行うことで、
リスク管理の徹底に努めております。

⑫ 内部統制原則及びリスク管理原則に基づく危機管理委員会は、非常事態等に関する対応を統
括し、当該事象による当社グループに対する損失を抑制するよう努めております。
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連結注記表
１. 連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(1) 連結の範囲に関する事項
①連結子会社の状況
・連結子会社の数 ８社
・連結子会社の名称 エフ・エス株式会社

マミヤITソリューションズ株式会社
UST Mamiya Japan株式会社
マミヤエステート株式会社
株式会社ネクオス
United Sports Technologies Holdings, Inc.
UST-Mamiya, Inc.
Mamiya-OP (Bangladesh) Ltd.
2025年7月1日付で、株式会社エフ・アイ興産は商号をマミヤエステ
ート株式会社に変更しております。

②非連結子会社の名称等
・非連結子会社の名称 株式会社エムディーアイ

Kamatari (Thailand) Co., Ltd.
Asian Skill Development Co., Ltd.
UST ESSX,LLC

・連結の範囲から除いた理由 非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当
期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等
は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため、連結
の範囲から除外しております。

(2) 持分法の適用に関する事項
①持分法適用の非連結子会社及び関連会社の状況
・持分法適用の関連会社の数 ２社
・持分法適用会社の名称 Ｊ－ＮＥＴ株式会社

ＭＪＳソーラー株式会社
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・持分法を適用していない非連結
子会社

株式会社エムディーアイ
Kamatari (Thailand) Co., Ltd.
Asian Skill Development Co., Ltd.
UST ESSX,LLC

・市場価格のない株式等以外の
もの

　時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移
動平均法により算定）を採用しております。

ロ. デリバティブの評価基準及び
評価方法

　時価法を採用しております。

②持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社

・持分法を適用しない理由 当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等
からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽
微であり、かつ、全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲
から除外しております。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社の決算日は、エフ・エス株式会社、マミヤITソリューションズ株式会社、UST Mamiya 
Japan株式会社、マミヤエステート株式会社及び株式会社ネクオスは連結決算日と一致しておりますが、在
外連結子会社は12月31日であります。
連結計算書類作成に当たっては、連結子会社の決算日現在の計算書類を使用しております。
　ただし、連結決算日までの期間に発生した重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

(4) 会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ. 有価証券の評価基準及び評価方法
その他有価証券

・市場価格のない株式等 　主として移動平均法による原価法を採用しております。

ハ. 棚卸資産
・製品、原材料、仕掛品 　主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に

よる簿価切下げの方法により算定）を採用しております。
・販売用不動産 　主として個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下によ

る簿価切下げの方法により算定）を採用しております。
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イ. 有形固定資産
　（リース資産を除く）

　当社及び国内連結子会社は定率法を採用しております。ただし、
1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに
2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物は定額法を
採用しております。また、在外連結子会社は当該国の会計基準の規定
に基づく定額法を採用しております。

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法

ロ. 無形固定資産 　定額法を採用しております。
　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能
期間（５年）に基づいております。

ハ. リース資産 　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用して
おります。

③ 重要な引当金の計上基準
イ. 貸倒引当金 　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を
勘案し、回収不能見込額を計上しております。

ロ. 賞与引当金 　従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当連結会計
年度に負担すべき額を計上しております。

ハ. 役員退職慰労引当金 　子会社の一部は、役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基
づく期末要支給額を計上しております。

④ 収益及び費用の計上基準
　当社グループは電子機器事業、スポーツ事業及び不動産事業を主な事業とし、電子機器事業、スポー
ツ事業における製品及び不動産事業における販売用不動産の販売については製品の引渡時点において顧
客が当該製品等に対する支配を獲得し、履行義務が充足されると判断していることから、製品等の引渡
時点で収益を認識しております。
　また、収益は顧客との契約において約束された対価から返品、値引き及び割戻し等を控除した金額で
測定しております。
　取引の対価は履行義務を充足してから１年以内に受領しており、重要な金融要素は含まれておりませ
ん。
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イ. 退職給付に係る会計処理の方
法

　従業員の退職給付に備えるため、退職給付に係る負債及び退職給付
費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務
とする方法を用いた簡便法を適用しております。

繰延税金資産 35,563千円

建物及び構築物 268,681千円
土地 1,672,687千円

計 1,941,368千円

長期借入金（１年内返済予定の長期借入金含む） 1,138,699千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 3,356,529千円

⑤ その他連結計算書類作成のための重要な事項

ロ. ヘッジ会計の処理 　原則として繰延ヘッジ処理によっております。
ハ. グループ通算制度の適用 　当社及び子会社の一部はグループ通算制度を適用しております。

２. 表示方法の変更に関する注記
（金融商品関係）
　従来、短期貸付金に含めておりました1年内回収予定の長期貸付金は、財務諸表利用者により有用な情報
を提供することを目的として、1年内回収予定の長期貸付金及び長期貸付金に含めて記載することといたし
ました。

３. 会計上の見積りに関する注記
　当連結会計年度に係る連結計算書類にその額を計上した項目であって、翌連結会計年度に係る連結計算書
類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。

　当社グループでは、将来減算一時差異及び税務上の繰越欠損金について、将来の課税所得の見積り及び将
来加算一時差異の解消見込み等を考慮して、繰延税金資産の回収可能性を判断しております。将来の課税所
得の見積りは、取締役会で承認された将来の事業計画を基礎としており、当該事業計画の重要な仮定は、主
に売上高の数量の見込みであります。
　当該見積りは将来の不確実な経済条件の変動などによって影響を受ける可能性があり、翌連結会計年度の
連結計算書類において固定資産及び損益の金額に重要な影響を与える可能性があります。

４. 連結貸借対照表に関する注記
(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

①担保に供している資産

②担保に係る債務
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場 所 事 業 用 途 種 類 金 額 （ 千 円 ）
東京都 電子機器事業 事業用資産 無形固定資産その他 40,864

バングラデシュ スポーツ事業 事業用資産 機械装置及び運搬具 2,640
バングラデシュ スポーツ事業 事業用資産 工具、器具及び備品 2

５. 連結損益計算書に関する注記
減損損失
当連結会計年度において、当社グループは以下の資産において減損損失を計上しております。
①減損損失を認識した資産

②減損損失の認識に至った経緯
当社グループが保有する事業用資産のうち収益性が低下している資産について、帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。

③資産のグルーピングの方法
原則として管理会計上の区分をグルーピングの単位としております。ただし、将来の使用が見込まれて

いない処分予定資産については、それぞれ個別の物件ごとにグルーピングしております。

④回収可能価額の算定方法
事業用資産の回収可能価額は使用価値により測定しており、使用価値は将来キャッシュ・フローの割引

現在価値として算定しております。
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株 式 の 種 類 当 連 結 会 計 年 度
期 首 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
増 加 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
減 少 株 式 数

当連結会計年度末
株 式 数

普 通 株 式 10,508,670株 － － 10,508,670株

決 議 株式の種類 配 当 の 原 資 配当金の総額
（千円）

１ 株 当 た り
配当額（円） 基 準 日 効力発生日

2025年6月26日
定時株主総会 普通株式 利益剰余金 1,043,847 100 2025年

3月31日
2025年
6月27日

決 議 予 定 株式の種類 配 当 の 原 資 配当金の総額
（千円）

１ 株 当 た り
配当額（円） 基 準 日 効力発生日

2026年6月25日
定時株主総会 普通株式 利益剰余金 521,883 50 2026年

3月31日
2026年
6月26日

普通株式 69,800株

６. 連結株主資本等変動計算書に関する注記
１. 当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数

２. 剰余金の配当に関する事項
(1) 配当金支払額

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

３. 当連結会計年度末の新株予約権の目的となる株式の種類及び数

７. 金融商品に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、資金運用については安全性の高い金融資産で運用し、必要な資金は銀行借入、社債発行
及び資本市場からの調達により賄っております。

　売上債権に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うと
ともに、主な取引先の信用状況を毎期把握しております。また、投資有価証券は主に業務上の関係を有する
企業の株式であり、定期的に時価の把握を行っております。
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連結貸借対照表計上額
（※1）

時価
（※1） 差額

① 投資有価証券
その他有価証券 3,805,295 3,805,295 －

② 1年内回収予定の長期貸付
金及び長期貸付金 749,616 723,237 △26,378

③ 1年内償還予定の社債及び
社債 (900,000) (892,039) 7,960

④ １年内返済予定の長期借入
金及び長期借入金 (7,791,664) (7,775,534) 16,130

⑤ デリバティブ取引（※2） 53,984 53,984 －

区分 連結貸借対照表計上額（千円）

非上場株式 47,071

関係会社株式 2,604,193

(2) 金融商品の時価等に関する事項
　2026年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について
は、次のとおりであります。

（単位：千円）

（※1）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。
（※2）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。

（注１）「現金及び預金」、「受取手形」、「売掛金」、「電子記録債権」、「買掛金」、「電子記録債
務」、「短期借入金」は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略し
ております。

（注２）市場価格のない株式等は「②投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の連結貸借対照
表計上額は以下のとおりであります。
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区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券
　その他有価証券 3,085,295 － － 3,085,295

デリバティブ取引
　通貨関連 － 53,984 － 53,984

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
1年内回収予定の長期貸付金
及び長期貸付金 － 723,237 － 723,237

1年内償還予定の社債及び社
債 － 892,039 － 892,039

１年内返済予定の長期借入金
及び長期借入金 － 7,775,534 － 7,775,534

(3) 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベ
ルに分類しております。
　レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時
価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
　レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算
定に係るインプットを用いて算定した時価
　レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ
れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

①時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債
（単位：千円）

②時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
　現金及び預金、受取手形、売掛金、電子記録債権、買掛金、電子記録債務並びに短期借入金（ただし、1
年内償還予定の社債、１年内返済予定の長期借入金を除く）は、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に
近似することから、注記を省略しております。

（単位：千円）

－ 15 －
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（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
投資有価証券
　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時
価をレベル１の時価に分類しております。

デリバティブ取引
　為替予約の時価は、取引金融機関から提示された価格等に基づいて算定しており、レベル２の時価に分
類しております。

1年内回収予定の長期貸付金及び長期貸付金
　これらの時価は、一定の期間ごとに分類し、与信管理上の信用リスク区分ごとに、その将来キャッシ
ュ・フローと国債の利回り等適切な指標に信用スプレッドを上乗せした利率を基に割引現在価値法により
算定しており、レベル２の時価に分類しております。長期貸付金のうち変動金利によるものは、短期間で
市場金利を反映することから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額によって
おります。

1年内償還予定の社債及び社債
　当社の発行する社債の時価は、元利金の合計額と、当該社債の残存期間及び信用リスクを加味した利率
を基に割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。社債のうち変動金利に
よるものは、短期間で市場金利を反映することから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、
当該帳簿価額によっております。

１年内返済予定の長期借入金及び長期借入金
　長期借入金の時価は、元利金の合計額と、当該借入金の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基
に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。長期借入金のうち変動金
利によるものは、短期間で市場金利を反映することから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるた
め、当該帳簿価額によっております。
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連結貸借対照表計上額 当期末の時価

5,033,522 5,561,908

報告セグメント

電子機器事業 スポーツ事業 不動産事業 計

一時点で移転される財 15,615,195 4,703,222 － 20,318,417

一定の期間にわたり移転
される財 337,273 － － 337,273

顧客との契約から生じる
収益 15,952,468 4,703,222 － 20,655,691

その他の収益 － － 237,108 237,108

外部顧客への売上高 15,952,468 4,703,222 237,108 20,892,799

８. 賃貸等不動産に関する注記
(1) 賃貸等不動産の状況に関する事項

国内連結子会社の一部は、東京都、埼玉県、神奈川県、千葉県及び海外において賃貸用のオフィスビル
（土地含む。）等を所有しております。

(2) 賃貸等不動産の時価に関する事項
（単位：千円）

（注１）連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額でありま
す。

（注２）当期末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額（指標等を用いて調
整を行ったものを含む。）であります。

９. 収益認識に関する注記

(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報
主要な財又はサービス別に分解した収益の情報は以下のとおりであります。

（単位：千円）

(2) 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等「(4) 会計方針に関する事項　
④　収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。
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当連結会計年度

契約負債 66,360

(1) １株当たり純資産額 2,521円89銭
(2) １株当たり当期純利益 165円82銭

(3) 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
　契約負債は主に、製品の引渡前に顧客から受け取った対価であり、連結貸借対照表上、流動負債のその
他に含まれております。
　顧客との契約から生じた契約負債は以下のとおりであります。

（単位：千円）

　当連結会計年度に認識された収益のうち、期首現在の契約負債の残高が含まれている金額に重要性はあ
りません。当連結会計年度において、過去の期間に充足した履行義務から認識した収益の額に重要性はあ
りません。

10. １株当たり情報に関する注記

11. 重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。

12. その他の注記
　該当事項はありません。
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市場価格のない株式等
以外のもの

　時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移
動平均法により算定）を採用しております。

① 有形固定資産
（リース資産除く）

　定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得
した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得
した建物附属設備及び構築物は定額法を採用しております。

個別注記表
１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券

・関係会社株式 　移動平均法による原価法を採用しております。
・その他有価証券

市場価格のない株式等 　移動平均法による原価法を採用しております。
② 棚卸資産 　主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に

よる簿価切下げの方法により算定）を採用しております。

(2) 固定資産の減価償却の方法

② 無形固定資産 　定額法を採用しております。
　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能
期間（５年）に基づいております。

③ リース資産 　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用して
おります。

(3) 引当金の計上基準
① 賞与引当金 　従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当事業年度

に負担すべき額を計上しております。
② 退職給付引当金 　従業員の退職給付に備えるため、退職給付引当金及び退職給付費用

の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とす
る方法を用いた簡便法を適用しております。
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繰延税金資産 －千円

(4) 収益及び費用の計上基準
　当社は電子機器事業、スポーツ事業及び不動産事業を主な事業とし、電子機器事業並びにスポーツ事業
における製品の販売及び不動産事業における販売用不動産の販売については製品等の引渡時点において顧
客が当該製品等に対する支配を獲得し、履行義務が充足されると判断していることから、製品等の引渡時
点で収益を認識しております。
　また、収益は顧客との契約において約束された対価から返品、値引き及び割戻し等を控除した金額で測
定しております。
　取引の対価は履行義務を充足してから１年以内に受領しており、重要な金融要素は含まれておりませ
ん。

(5) その他計算書類作成のための基本となる事項
グループ通算制度の適用 　当社はグループ通算制度を適用しております。

2. 会計上の見積りに関する注記
　当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年度に係る計算書類に重要な影響を
及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。

　（繰延税金負債との相殺前の金額は208,278千円であります。）
　その他の情報については、「連結注記表３．会計上の見積りに関する注記」に同一の内容を記載しており
ますので、注記を省略しております。
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建物 108,475千円
土地 1,319,561千円

計 1,428,037千円

長期借入金（１年内返済予定の長期借入金含む） 979,125千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 1,496,719千円

① 短期金銭債権 168,371千円
② 短期金銭債務 116,425千円

① 売上高 64,559千円
② 仕入高 6,577千円
③ 販売費及び一般管理費 152,072千円

営業取引以外の取引による取引高 291,490千円

普通株式 71,000株

3. 貸借対照表に関する注記
(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

①担保に供している資産

②担保に係る債務

(3) 関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

４. 損益計算書に関する注記
　関係会社との取引高

営業取引による取引高

５. 株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度末における自己株式の種類及び株式数
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繰延税金資産 (千円)
関係会社株式評価損 229,368
棚卸資産評価損 309,035
退職給付引当金 187,250
その他 74,758

小計 800,412
評価性引当額 △592,133

繰延税金資産合計 208,278

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △437,348

繰延税金負債合計 △437,348
繰延税金負債の純額 △229,070

６. 税効果会計に関する注記
(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

(2) 法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理
　当社は、グループ通算制度を適用しております。また、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理
及び開示に関する取扱い」（実務対応報告　第42号　2021年８月12日）に従って、法人税及び地方法
人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理並びに開示を行っております。
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種類 会社等の名称 議決権等の所有
(被所有)割合

関連当事者
との関係

取引の内容
(注)

取引金額
(千円) 科目 期末残高

(千円)

その他の
関係会社 ㈱データ・アート 被所有

直接 38.08% － 不動産購入 1,933,031 － －

種類 会社等の名称 議決権等の所有
(被所有)割合

関連当事者
との関係

取引の内容
(注)

取引金額
(千円) 科目 期末残高

(千円)

子会社 マミヤエステー
ト㈱

所有
直接　99.0%

資金の援助
役員の兼任

資金の貸付 1,175,100 関係会社
短期貸付金 347,669

貸付の回収 39,089 関係会社
長期貸付金 1,614,961

利息の受取 18,389 その他
流動資産 1,109

その他
流動負債 430

子会社 ㈱ ネ ク オ ス 所有
直接 100.0%

資金の援助
役員の兼任

貸付の回収 54,180 関係会社
短期貸付金 287,620

利息の受取 13,111 関係会社
長期貸付金 772,000

その他
流動資産 3,216

子会社
M a m i y a -
OP(Bangladesh）
L t d ,

所有
間接 100.0%

資金の援助
役員の兼任

資金の貸付 454,843 関係会社
短期貸付金 50,811

貸付の回収 485,646 関係会社
長期貸付金 413,470

利息の受取 5,721 その他
流動資産 1,740

子会社 UnitedSportsTec
nologiesHoldings

所有
直接 100.0% 役員の兼任 受取配当金 223,320 － －

７. 関連当事者との取引に関する注記
　(1)連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

(2) 子会社及び関連会社等

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）資金の貸付けについては、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。
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(1) １株当たり純資産額 2,176円69銭
(2) １株当たり当期純利益 170円38銭

(3) 役員及び個人主要株主等
　該当事項はありません。

８. 収益認識に関する注記
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記「(4)収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

９. １株当たり情報に関する注記

10. 重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。

11. その他の注記
　該当事項はありません。
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